2012年8月28日
全日本自治団体労働組合
「生活支援戦略」中間まとめに対する提言
＜提言趣旨＞
現在、政府においては「生活支援戦略」の検討が進められているところですが、全日本自治団体労働組合(自治労)として、この分野に直接関係するハローワーク、福祉事務所、社会福祉協議会で働く組合員を構成員とする検討会を発足し、その内容を検証し、生活困窮者への支援と生活保護制度の見直しについて検討を進めてきました。

　基本的には、生活保護制度だけではなく、早期の対応として生活保護に至らないため、居住の場の確保や求職者支援制度などの「第２のセーフティネット」を充実・安定的に実施することが急務であると考えています。生活保護制度改革については、そうした、生活保護に至らない制度・施策の充実を前提として、生活保護制度の運用を改善することが必要と考えています。
　つきましては、次のとおり、生活困窮者支援体系と生活保護制度見直しについて、提言いたします。

Ⅰ　生活困窮者支援体系について

１．居住の場の確保と自立を支える給付について
　居住の確保は生活再建の基盤となるものです。しかしながら、現行の総合支援資金住宅入居費は貸付であり、生活基盤の再建当初から債務を抱えることになり、就労・自立の阻害要因になり現実に高額な借金を抱え生活保護に至る人も多い状況です。このことから、現行の貸付制度の見直しが必要です。

また、住居喪失者で就労意欲のある人に対して、積極的な支援が必要と考えます。派遣切りや寮付き労働を解雇・退職した人はその時点で一定の蓄えがあり、カプセルホテル等に宿泊し求職活動しているうちに手持ち金が僅かになりハローワーク・福祉事務所に相談に来るケースが多くなっています。こうしたケースは就労意欲が高い人が多く、住まいさえ提供すれば相当数の方が就職に至ると思われます。
＜提言＞
（１）現行の総合支援資金貸付の住宅入居費と臨時特例つなぎ資金貸付は、公営住宅等を活用した現物を含めた給付とします。その際、地域の空き住宅等の活用も考えられます。
（２）雇用保険有資格者を総合支援資金貸付（住宅入居費）の対象とすることを検討する必要があります。

（３）住宅手当の支給要件から離職要件を緩和し、臨時特例つなぎ資金は住居喪失の恐れのある人も対象とすることを検討すべきです。
（４）地域の実情に合わせ、緊急的に居住する場（カプセルホテル等借上げ）を確保する必要があります。
＜理由＞
（１）生活基盤の再建当初から債務（貸付）を抱えるため、就労・自立の阻害要因になり高額な借金を抱え生活保護に至る人も多い状況（注1）にあることあら、給付にすることにより、精神的負担にならず就労意欲が高まる可能性があります。実施主体（自治体等）が安定的に制度実施できるように、人的支援サービスにかかる活用経費も含め、必要な措置を講ずる必要があります。
注1）（住宅手当受給終了後に生活保護に移行する人の割合は21.4%。住宅手当受給者の常用就職率は37％（第1回社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会　Ｈ24.4.26資料）
（２）住宅手当の対象になっても雇用保険給付見込みの場合、総合支援資金貸付は対象外のため住宅が確保できていません。

（３）就職していても低賃金、不安定雇用のため住宅を確保できず、生活保護に頼らざる得ない実態があります。
（４）本人が最も必要とする社会資源を速やかに提供することにより、就労意欲は増し、現下の雇用環境のなかでも就職している状況があります（注2）。
注2）東京特別区においては、住宅手当申請者の他、就労意欲のある住居喪失者にも利用させ、求職活動を支援し一定期間後に、通勤の場としての借上げアパートへ移行させています（最大6カ月）。また、移行後も一定額の生活支援費が支給されています。

２．生活支援の確保と就労につなげるために
世帯単位の縮小や貧困の連鎖、心身の障害等多岐に亘る理由により、家族関係が破綻している世帯の問題が顕在化しています。そうした中、「疾病や心身の障害がある」、「対人関係がうまく構築できない」、「家族間のトラブルを抱えている」、「家計の管理ができない」といった事情により自立が阻害されている人への対応が求められます。このため、対人関係を良好に築くためのトレーニング期間を設け、試行的就労の他、アンペイドワークやボランティア活動も選択肢になり得ると考えます。また、就労に結び付ける具体的な支援も必要です
　＜提言＞
（１）生活力の回復を要する生活困窮者については、居住の場の確保に併せて、人的支援サービス（パーソナル・サポート・サービス）を一体的に提供し、住宅・就労問題のみならず幅広い生活ニーズに対応する必要があります。
（２）実施主体である福祉事務所が、人的支援に関する実績のある社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携して必要な支援を確保できる制度整備と予算措置を講じることが必要です。
（３）具体的な就職活動においては、自立支援のための手当の検討が必要です。
　＜理由＞
（１）生活困窮者には居住の場を確保しても、日常・社会生活に必要な能力や就労体験が不十分で多重債務等、自立への課題が複合化している人も見受けられます。また、孤立し、相談相手もいない人もいることからトータルなサポートを提供できる仕組みを用意することで支援が強化されます。

（２） 就職活動における物理的な援助は、面接に行く時の交通費、携帯電話の貸出費用、履歴書に貼附する写真・送料、床屋代などがあり、柔軟に支援・給付できる手当が必要であると考えます。
３．貧困の連鎖の防止について

教育機関、児童相談所、子ども支援センター、福祉事務所、医療機関等との関係を強化して、保護者や世帯の課題を早期に発見、共有し支援できる体制の制度化が必要です。高校入学時から卒業後の自立に向けた見守りと支援を確保するとともに、中退した場合は、関係機関を交えて、その原因を検証し、復学、就労等について早期に支援する必要があります。
＜提言＞
（１）生活保護世帯から自立した若年層に対して、失職や人間関係のつまずき等、出身世帯に相談できない場合が多いので、やり直しの相談できる機関や孤独にならないための居場所を、社会福祉協議会や民間法人等を活用して提供する必要があります。
（２）高校入学時から卒業後の自立に向けた見守りと支援を確保するとともに、中退した場合は、関係機関を交えて、その原因を検証し、復学、就労等について早期に支援する必要があります。

（３）高校卒業後、または在学中であっても状況によっては、世帯からの自立支援として、世帯分離の要件緩和が必要です。なお、不登校等が見られる場合の家庭訪問の強化や通常時も子どもへの学習支援等により育成状況を確認する必要もあります。
　＜理由＞
（１）不景気等による失業等のため、家族や親子関係が、不安定な状況に陥っている中で、親からの虐待や親子関係の希薄な関わりの中で、生活してきた結果、不登校や中退している実態が、生活保護受給世帯の子ども達には、より顕著に見られます。
（２）高校中退は、就職時に不利益となっている現状があるため。
（３）乳幼児期、小学校、中学校は、多くの自治体では、虐待等の観点から見守りを強化しているが、中学卒業後は、関係機関との関係も希薄になりがちであり、高校卒業後に向けた支援が必要です。
４．生活困窮者への制度の周知について～早期対応をするために～
生活困窮者の多くが、ぎりぎりの生活状況になってからハローワーク、福祉事務所に来る場合が多く、その時点では、その他の制度の活用等が困難な場合も少なくありません。こうした現状から、一定の所持金等がある段階に把握・支援する必要があります。
＜提言＞
（１）生活困窮者(になる可能性のある者)に対する広報を強化する必要があります。具体的には、インターネットでの広報、ポスター、チラシをインターネットカフェやカプセルホテル等に掲示したり、解雇者に対する雇用主の制度説明の義務化などを検討する必要があります。
（２）生活困窮者対策については、福祉事務所に限定することなく、公営住宅管理・生活相談・税徴収部署、ライフライン事業者との連携によって、生活保護申請前に対策が取れるような庁内および関係機関との連携体制の事例について、各地方自治体に事例を紹介することも必要です。

（３）中学校、高校等の教育課程において、年金制度や医療保険制度だけでなく、社会生活をおくるために雇用や生活困窮等に関する制度等を授業科目とすることを検討すべきです。
＜理由＞
（１）最近の住居喪失者（特に若年層）はネットカフエのインターネットで福祉事務所や生活保護制度を知り相談に来る場合が多い。生活保護以外のメニューが周知されてないため、住宅さえあれば就労に結びつく人までも生活保護の相談に至ってしまいます。
（２）生活困窮者への支援の必要性は、福祉事務所だけではなく、児童相談所、生活相談、税務関係部署などを通じて明らかになることもあることから、地方自治体の庁内の連携強化と、社会福祉協議会や民生委員、ＮＰＯとの連携の中で解決していく必要があります。
５．求職者支援制度の改善について
制度化された求職者支援制度は、自立に結び付く有効な手段ですが、雇用保険財政で運営されていること、生活保護水準との均衡が取れていないことなど、課題があります。
＜提言＞
（１）求職者支援制度の給付金は生活支援の位置づけとして、給付額の充実（生活保護の「他法他施策」に位置付けられるよう生活保護と同等もしくは生活保護を上回る水準とすべきです。

（２）受講対象者の収入要件については、世帯収入は除外し、本人収入のみを対象とし、世帯全体の金融資産も除外することが必要です。
（３）受講修了者の就職実態や定着状況を把握し、より就労に結び付く訓練内容の改善と必要な対人サービスの仕組みをつくることが必要です。
＜理由＞
（１）受講手当は、訓練を受けやすい環境をつくるとの趣旨となっていますが、第２のセーフテイネットとするためには、生活保護との整合性を考慮し、生活を維持し一定期間内に自立を図れるための支援が必要です。

（２）親と同居している求職者が少なくない中、本人（世帯員）の収入が要件を満たしていても、世帯（親）の収入や金融資産が要件を満たしていなければ本人は利用できないため、緩和が必要です。
（３）一般訓練は求人まで訓練機関が事実上関与するが、求職者支援制度は委託訓練が基本のため対人支援サービスが不足しています。
Ⅱ　生活保護制度の見直しについて
１．生活保護基準の見直しについて
＜提言＞
　生活保護基準は、最低限度の生活を保障するものであるため、その引き下げには、反対します。むしろ、年金、雇用保険、最低賃金等などにおいて最低限度の生活を保障する仕組みを検討することが必要です。
＜理由＞
（１）給付の適正化（保護費の削減）を視野に入れた基準の引き下げは負のスパイラルを生みだし、格差・貧困を拡大する可能性が極めて高いと考えます。
（２）生活保護の基準の見直しではなく、最低賃金を引き上げ、普通に働けば普通に生活できる賃金が得られる就労の場の確保が必要です。
２.扶養義務調査について
＜提言＞
　安易な扶養義務調査の強化には反対します。
＜理由＞
（１）調査等の強化は、家族関係を悪化させ、その結果、自立支援に逆行する場合もあります。例えば、金銭的援助ができなくとも、入院・入所時の緊急連絡先、アパート入居時の保証人・連絡先、就職時の保証人・緊急連絡先等になってくれる可能性もあり、保護受給者の自立（社会・日常生活自立含む）の支えになっている場合もあるからです。経済的扶養を無理に迫れば、親族関係は悪化し、却って自立を阻害する要因になるおそれがあります。
（２）扶養義務調査の強化は、保護申請者・受給者のステｲグマになっている実態や家族関係の変化やその実態を踏まえることが必要です。親族に知られたくないという心情は、保護を必要とする人が排除され、その結果、餓死や孤立死等に結び付く可能性が高くなります。
３．不正受給対策について

＜提言＞
（１）不正受給に対しては、受給者への申告義務の徹底やケースワーカーの増員で対応すべきであり、そのための財政措置を講じることが必要です。

（２）調査を効率的・効果的に実施できる仕組みを確保することが必要です。

＜理由＞
不正受給の防止は、喫緊の課題となっています。不正受給の内容を見ると、５割強は稼働収入の無申告や過少申告となっています。このことから調査の徹底などが必要ですが、福祉事務所の現場では急増する申請に対して調査が追いつかない実態にあります。
４．医療扶助について

＜提言＞
(１)福祉事務所に保健師を配置し、予防的な指導も必要と考えます。場合によっては、健康診断の無料化も検討すべきです。
（２）疑わしい医師の診断に対しては、セカンドオピニオンを活用することによって、不正受診を抑制することが必要です。

（３）精神障害者の退院促進や生活習慣病の予防等を行い地域での自立した生活を推進することが必要です。
(４)電子レセプトについては、医療機関への指導等に関する検証が必要です。

＜理由＞
医療扶助の入院の半分以上は、精神疾患が原因とされていることや、社会的入院と頻回受診の原因は地域における「居場所」がないことが原因であるとも言われています。また、日常生活における健康予防も医療扶助の増加を抑えるポイントとなりえます。
５．就労支援について
＜提言＞
高齢者や障害者および就労経験の少ない人などに対する社会的な自立の支援するためには、ボランティアや地域活動へ参加させる仕組みだけでなく、就労意欲があり就労可能な人や就労意欲の向上・回復を図るためにはシルバー人材センター、障害者自立支援法に基づく就労支援および中間的就労等で就労機会を確保し主体的な社会参加を支援することを検討すべきです。
＜理由＞
現下の雇用情勢では特別な技能がなければ就労自立になる雇用は少ないのが実態です。就労による社会参加の効果も考慮し、当面、「就労」（半就労半福祉）に軸足を置き、ステップアップを目指すことも考慮することが必要です。
６．福祉事務所の実施体制
＜提言＞
（１）専門性の向上のため、地方自治体の人材育成にインセンティブを与えるような施策が必要です。
（２）ケースワーカーの配置については、標準数の遵守は当然のこととして、地方交付税における算定方法の改善が必要です。生活保護が急増している自治体にあっては、特別交付税による措置も検討すべきです。

＜理由＞　

生活保護制度の適切な運用のためには、福祉事務所の実施体制の充実が必要です。また、支援困難ケースへの対応や社会保障制度の熟知、支援を重層化するコーデイネート機能等が求められるため、専門性が必要です。
Ⅲ．その他
ホームレス自立支援施策の改善について
＜提言＞
住環境等を改善した自立支援センターを、実態に合わせて政令市・都道府県に設置する。また、現在設置されているがセンターが不足している地域には増設すべきです。

＜理由＞
自立支援センターの場合、個室でない等の課題はあるにも関わらず6カ月という入所期間の中で就労自立率は約50％と高く、生活保護への負担を軽減しています。しかし、東京特別区に見られるように自立支援センターは利用率が、ほぼ一杯のため、希望しても入所までに一定期間を要していることから、その改善が必要です。
以上
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